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�

�� 諸言�

���� 背景� �

現在、若い世代の食生活の乱れが問題になっている。�

「第�次熊本市食の安全安心・食育推進計画」（熊本

市、����）の市長巻頭言においても「若い世代での食の乱

れと野菜の摂取不足」が課題と言及されている。�

熊本市（����）『健康づくりに関する市民アンケート調

査』によると、���歳代は、野菜を�日に�皿も食べない

と回答した割合が男女ともに高く、いずれも�割を超えて

いた。�

このような野菜摂取不足をはじめとする若い世代の食生

活の乱れは、将来的な生活習慣病の一因となるため、����

年度の年報（本田、����）で、効果的な対策について検討

した。具体的には、まず若い世代に、健康的な食生活の意

義を伝えることができる場の一つである大学において、大

学生の食生活の実態と関連要因を先行研究等から調査し

た。その結果から、食生活の乱れが顕著なグループが、健

康無関心層であることを特定した。次に、『熊本市健康づ

くりに関する市民アンケート調査』を分析し、健康無関心

層は、食に関する「知識や情報を得る努力をしない」た

め、行政からの情報が届きにくく、健康的食行動につなが

らない傾向にあることを示した。�

そこで、健康無関心層の行動変容が期待できる（福田、

����）、ナッジ理論を用いた情報提供方法を、複数案作成

した。これらの案のうち、ナッジを活用した「もっと健

康！野菜アップくまもと」ポスターを、市内の大学等に掲

示することで、健康無関心層を含む一部の大学生の野菜摂

取行動につながったことを示した（本田、����）。�

以上の方法以外にも、ナッジを活用した情報提供の方法

は多様にある。健康無関心層を含む若い世代の食生活改善

を促進するためには、さらに効果的な方法を明らかにして

いくことが求められる。�

���� 目的� �

若い世代は、異なる年代（大人世代）よりも同年代との

関わりを好む傾向がある。親近感を感じられる若い世代同

士の教え合いは、食育をはじめ様々な健康教育で実践され

ており、効果が報告されている（百々瀬他����、����）。

このような仲間の意見や行動からは影響を受けやすくなる

傾向を、ナッジの�つである「ピア効果」（大竹、����）

といい、健康無関心層に対しても行動変容を促す効果が期

待できる。�

そこで本研究では、熊本市内の大学研究室の学生が主体

となって情報発信を試み、若い世代の野菜摂取行動にどの

程度影響を与えるか検証する。これにより、健康無関心層

を含む若い世代の食生活改善に効果的な情報発信方法を明

らかにすることを目的とする。�

���� 論文の構成�

� 本論文の構成は、図�の通りである。�

�章では、学生主体の情報発信の先行研究を、情報発信

者側から見た効果（以下「情報発信効果」という）と、受

信者側から見た効果（以下「情報享受効果」という）の�

つの視点から整理する。この結果を基に、仮説を設定す

る。�章では、学生主体の情報発信の概要を紹介したうえ

で、効果測定の方法として、アンケート調査とポートフォ

リオ１の分析方法、ポスター掲示と学生主体の情報発信の

効果比較の方法を示す。�章では、情報発信効果として、

アンケート調査とポートフォリオ分析の結果を示す。ま

た、情報享受効果として、アンケート分析結果と、ポスタ

ー掲示との比較結果を示す。以上の結果を踏まえ、�章で

学生主体の情報発信を継続的に推進する方法について、先
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進事例等から検討し、�章で結論を記す。�

�

図�� 論文の構成�

�

���� 先行研究と先進事例の整理� �

������ 学生主体の情報発信効果に関する先行研究�

先行研究によると、学生主体の情報発信の効果は、主に

�つの視点から報告されている。�

�つは、発信者側から見た効果である。�

浅野他（����）は、学生による食育実践報告において、

学生が情報を発信する立場になることで「食育実践のため

に企画を立て内容を検討するプロセスは、食意識の低かっ

た学生にも「食」に関心を持たせ、問題点に気づかせる良

い機会となった」と述べている。�

草野他（����）は、学生による健康教育の実践報告にお

いて「学生主体で課題整理を行ったことなどから、学生自

身がたばこや食に関する問題を自分のこととして捉え、さ

らに大学全体の健康課題として認識して取り組むことがで

きた」と述べている。�

もう�つは、受信者側から見た効果である。�

先の草野他（����）は、「学生から学生へのアプローチ

となるため、ピア・サポート的な効果も得られるととも

に、新入生への健康教育では、先輩から後輩といった縦の

つながりによる効果も得られた」と考察している。�

*DR他（����）は、中国の�つの省の������人の学生を

対象とした調査データから、学生の食事と栄養に関する認

知に仲間が大きな影響を与えると報告している。�

以上の先行研究から、情報を発信することで食の意識が

高まり自主的な行動につながること、身近な学生から情報

を受けとることで、ピア・サポート的な効果が働き、食事

に影響を受けることが示された。�

������ 若い世代の野菜摂取行動の改善を目指した学生

主体の情報発信に関する先進事例�

近年全国の大学で、若い世代の野菜摂取行動の改善を目

指し、学生主体の情報発信の取組が、推進されている。�

津田塾大学（����）では、キユーピー株式会社と連携

し、「食生活改善（野菜摂取促進）を通じた女子大学生の

健康増進」を目的としたインターネットを活用した学生主

体の情報提供を展開している。普段料理をしない女子大生

を対象に、野菜料理に対するハードルを下げ、食生活改善

を促すために、記事担当メンバー自身が、作れそうなレシ

ピを選択し、実際に調理を行ったレビュー記事を発信して

いる。�

文教大学（����）では、国際学部の学生が、足立区と連

携して、「野菜を食べる」という意識啓発事業に取り組

み、センサーに手のひらを当てるだけで野菜摂取量を推定

できる機器「べジチェック」を用いて、学生の野菜摂取量

を計測している。�

大阪国際大学（����）では、カゴメ株式会社と連携し、

若者の野菜不足改善をめざす「ベジキャンパス」に取り組

んでおり、「若者の野菜不足をゼロにする」をテーマに、

学生がカゴメ健康事業部の仮想社員として、具体的な企画

を立案し、実行している。�

���� 仮説� �

以上のような先行研究、先進事例がみられる一方で、学

生主体の情報発信と、若い世代の野菜摂取の意識や行動の

変化について検証した事例は、管見の限り見当たらない。�

そこで、学生が主体となった情報発信による、若い世代

の野菜摂取の意識と行動の変化について、下記の仮説に基

づき検証する。�

理論仮説は「健康無関心層を含めた若い世代（学生）が

主体となった情報発信は、若い世代の野菜摂取行動を促進

する」とし、作業仮説は、「ア� 情報を発信した学生は、

健康への関心や属性に関係なく、野菜摂取への意識が高ま

り、行動につながる」「イ� 身近な学生から情報を受けと

った学生は、健康への関心や属性に関係なく、野菜摂取へ

背景

若い世代の食の乱れと野菜の摂取不足：顕著なグループ「健康無関心
層」：行政からの健康情報が届きにくい

 対策：若い世代自身による情報発信（ピア効果）
目的

情報享受効果

・ピアサポート的な効果
・縦のつながりによる効果
・食事と栄養の認知に大きな影響

情報発信効果

・問題を自分のこととして捉える

・食意識の低かった学生にも「食」に
関心を持たせ、問題点に気づかせる

�
諸言

若い世代への効果的な食生活改善方法を明らかにするため、
学生主体の情報発信が野菜摂取行動に与える影響を検証

情報を発信した学生は、健康への
関心や属性に関係なく、野菜摂取
への意識が高まり、行動につなが
る

身近な学生から情報を受けとった
学生は、健康への関心や属性に関
係なく、野菜摂取への意識が高ま
り、行動につながる

仮説

�
方法 アンケート

調査
ポートフォリオの

分析

�
結果と
考察

情報発信効果 情報享受効果

�

学生主体の情報発信の概要
効果検証の方法

�
展開

ポスター掲示と学生主体の情
報発信の効果比較

学生主体の情報発信を普及・推進する方法に関する考察

結論

3.1.1 3.1.2 3.2 3.3
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の意識が高まり、行動につながる」とする。�

�� 研究方法�

���� 学生主体の情報発信の実施概要�

崇城大学「バイオテクノロジー総論Ⅱ２」受講者約��人

のうち、健康くまもと��推進会議「食の安全安心・食育

部会」部会長�長濱一弘教授の研究室所属学生��人（以下

「食育グループ」という）が、情報発信を行った。� �

情報発信の内容は、健康づくり推進課と協議し、「熊本

市食の安全安心・食育推進計画の具体的取組に設定されて

いるもの」「若い世代の行動変容が見込めるもの」「意識や

行動について効果検証が可能なもの」という観点から、

「どうすれば若い世代の野菜摂取量を増やせるか」に決定

した。�

情報発信と効果測定のスケジュールは表�の通りであ

る。�

表�� スケジュール�

����年��月、「バイオテクノロジー総論Ⅱ」の講義開始

前に、受講者全体に事前アンケートを実施した。その後、

著者から「食育グループ」に、学生の食生活の現状や熊本

市の取組、情報発信のテーマ等について情報提供したうえ

で、企画を依頼した。情報提供資料は巻末資料とする。

「食育グループ」が、テーマに基づき企画検討をすすめ、

��月�日崇城大学の学園祭「井芹祭」において、情報発信

が行われた。�

情報発信に用いられた展示項目は、健康的な食生活に関

心のない学生でも興味が出るような観点から「野菜���J

とは？」「野菜を食べるメリット」「なぜ野菜を食べないの

か」「野菜摂取のコツ」「野菜を食べるとモテる？」の�項

目（図�）とされた（以下「野菜摂取啓発展示」という）。

対面による説明（図�）と、45コードを用いた情報発信

（図�）のクロスメディアで35が行われた。�

��月に、「バイオテクノロジー総論Ⅱ」受講者全体に事

後アンケートを実施した。また、「食育グループ」の、企

画と情報発信を行った感想等を記したポートフォリオを回

収し、分析した。�

その後、����年度に実施したナッジポスター掲示による

情報提供（以後、「ポスター掲示」という）と、本研究の

学生主体の情報発信では、どちらが情報を受けとる者の意

識と行動に影響を与えるか、検証を試みた。�

図�� 野菜摂取啓発展示の様子

図�� 対面による説明の様子�
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図�� 45コードを用いた情報発信�

���� 学生主体の情報発信の効果測定の方法�

� 情報発信の効果測定には、アンケート調査とポートフォ

リオの分析、����年度ポスター掲示との比較を用いた。効

果測定の方法と調査時期は、表�の通りである。�

表�� 効果測定方法�

アンケート調査は、「バイオテクノロジー総論Ⅱ」受講

者約��人を対象に、情報発信の実施前（��月）と実施後

（��月）の�回に分けて実施した。�

事前アンケートは、講義の際に調査の説明を行い、倫理

的配慮、個人情報の取扱い、回答45コードを記した依頼

書を配布し、同意の得られた学生の回答を収集した。事後

アンケートでは、担当教授から各学生にメールにて同様の

依頼書が送付された。�

事前アンケート、事後アンケートの共通項目として、食

生活改善への意欲、食育への関心、野菜の摂取量、主食・

主菜・副菜摂取、朝食摂取頻度、幸福度、健康状態、食

欲、朝の目覚め、排便頻度、属性（性別、居住形態、学

年、食物アレルギーの有無、経済状況）を尋ねた。�

以上の調査項目のうち、食生活改善への意欲と食育への

関心に関する項目は、対象が健康無関心層かどうかを確認

するために設定し、野菜の摂取量、主食・主菜・副菜摂

取、朝食摂取頻度、幸福度、健康状態、食欲、朝の目覚

め、排便頻度に関する項目は、情報発信の効果を測定する

ために設定した。その他の属性は、対象の偏りを調整する

ために設定した。�

実後アンケートのオリジナル項目として、学園祭の野菜

摂取啓発展示について尋ねた。�

� ポートフォリオは、「野菜摂取について調査し、発表す

ることで、実際に野菜の食べ方に変化がありましたか？ま

た、変化があった場合はどのような変化がありました

か？」に対する�人分（学園祭で発表を行った人数）の自

由記述を整理し、情報を伝えることによる意識や行動の変

化を確認した。�

さらに、���� 年度に実施したポスター掲示と、本研究の

学生主体の情報発信の効果の比較を行う。比較する項目は、

����年度と����年度で共通して調査した、情報の認知度、

「野菜を食べようと思ったか」、「野菜を追加したか」につい

てである。�

また、ポスター掲示と学生主体の情報発信が、どのような

対象の野菜摂取行動を促したか明らかにするため、「野菜を

追加した」ことに影響する要因について、それぞれ分析を行

った。�

���� 統計解析の方法�

情報発信の実施前（��月）と実施後（��月）、介入群と

対照群の比較を行う。介入群は、情報を発信する「食育グ

ループ」とする。対照群には、「食育グループ」と属性等

が類似している集団として、「食育グループ」以外の「バ

イオテクノロジー総論Ⅱ」受講者を設定する。�

介入群と対照群の実施前後の比較には、フィッシャーの

正確確率検定を行った。通常、名義尺度同士の差の検定に

項目
実施
時期

対象 検証する仮説 検証方法

食生活改善意
識と野菜摂取
量に関するア
ンケート調査
（事前アン
ケート）

10月

「バイオテクノ
ロジー総論
Ⅱ」受講者
「食育グルー
プ」

食生活改善意
識と野菜摂取
量、企画の印
象や行動変容
に関するアン
ケート調査
（事後アン
ケート）

12月

「バイオテクノ
ロジー総論
Ⅱ」受講者
「食育グルー
プ」

ポートフォリオ
の分析

12月
「食育グルー
プ」

ア　情報を発信した
学生は、健康への
関心や属性に関係
なく、野菜摂取への
意識が高まり、行動
につながる

自由記述につい
て分析し、情報
を伝えることによ
る意識や行動の
変化を確認する

2022年度ポス
ター掲示と、
2023年度学生
主体の情報発
信の効果につ
いて比較検証

―

2022年度ポ
スター掲示ア
ンケート回答
者、「バイオテ
クノロジー総
論Ⅱ」受講者

イ　身近な学生から
情報を受けとった学
生は、健康への関
心や属性に関係な
く、野菜摂取への意
識が高まり、行動に
つながる

2022年度に実施
したポスター掲
示と学生主体の
情報発信の効
果を比較。野菜
摂取行動に影響
する要因につい
て分析。

ア　情報を発信した
学生は、健康への
関心や属性に関係
なく、野菜摂取への
意識が高まり、行動
につながる
イ　身近な学生から
情報を受けとった学
生は、健康への関
心や属性に関係な
く、野菜摂取への意
識が高まり、行動に
つながる

ア　実施前後の
変化を、介入群
と対照群で比較
する

イ　対照群の実
施前後の変化を
確認するととも
に、発表を聞い
た感想等から検
証する
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はχ²検定を用いるが、本研究の介入群のように、全サン

プル数が��未満となる場合、χ²検定の使用は好ましくな

いとされる。そのような場合はフィッシャーの正確確率検

定を行うことが推奨されている３。�

ポスター掲示と学生主体の情報発信の効果の比較には、

χ²検定を行った。�

ポスター掲示と学生主体の情報発信による「野菜を追加

した」ことに影響する要因の分析には、ロジスティック回

帰分析４を行った。被説明変数は、「ポスターを見て野菜を

追加した」と「学生から情報を受けて野菜を追加した」

（いずれもそれ以外の回答を�としたダミー変数を作成）

とした。説明変数は、大学（崇城大学を�、それ以外の回

答を�とした「崇城大ダミー」を作成）、性別（男性を�、

それ以外の回答を�とした「男性ダミー」を作成）、居住

形態（一人暮らしを�、それ以外の回答を�とした「一人

暮らしダミー」を作成）、学年、食生活改善への意欲、食

育への関心、野菜の摂取量、経済状況とした。�

χ²検定とフィッシャーの正確確率検定には,%0社の

6366を用い、ロジスティック回帰分析には、統計解析ソフ

ト5を用いた。有意水準は��％未満とした。�

�

�� 結果と考察�

� ���� アンケート調査�

� ������ 回答者属性�

� 実施前後の回答者属性を、介入群と対照群でクロス集計

した結果を表�に示す。�

回答数は、介入群が、実施前��人、実施後�人、対照

群が、実施前��人、実施後��人で、いずれも実施前に比

べて実施後に回答数が著しく減少した。回答数減少の原因

として、実施後の��月は、講義で学生が一度に集まるこ

とがなくなり、オンラインでの調査依頼のみでは、学生の

協力を得るのが難しかったことが考えられる。�

実施前の介入群、対照群の学年の割合を比較すると、対

照群の方が有意（S＝�����）に�年生の割合が多かった。� �

その他、実施前後、介入群と対照群で、属性に有意な偏

りはみられなかった。�

表�� 回答者属性�

�

�

������ 情報発信効果�

� 情報発信前後の変化を介入群と対照群で比較した結果を

表�に示す。�

対照群で食生活改善意欲が有意（S＝�����）に低下して

いた一方、介入群では有意な変化はみられなかった。�

また、有意な差はみられなかったが、介入群では、野菜

摂取量が�日�皿以上の割合が、実施前����から実施後

�����に増加していた。一方、対照群では、野菜摂取量が�

日�皿以上の割合が、実施前�����から実施後����に減少

していた。�

さらに、介入群では、主食・主菜・副菜を�日�回以上

食べている者の割合が、実施前���から実施後に����に増

加していた。一方、対照群では、主食・主菜・副菜を�日

�回以上食べている者の割合が、実施前�����、実施後

�����と変化がみられなかった。�

以上の結果から、情報を発信した介入群は、対照群と比

較して、食生活改善意欲が保たれ、野菜摂取等の食行動が

改善した可能性が示された。�

尚、実施前の介入群と対照群を比較して、学年以外の属

性や食生活改善への意欲、食育への意欲に有意な差はみら
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れなかった。また、実施後の介入群（Q �）の中には、食

生活を改善することに関心がないものや、食育への関心が

ないものも含まれていた。このことから、健康への意識や

属性に関係なく、情報を発信することで野菜摂取行動につ

ながった可能性が示された。�

しかし、本調査結果は、個人情報を紐づけた同一対象者

の比較ではないため、個人の変化を測ることはできない。

そこで、���で、介入群の個人の変化について、ポートフ

ォリオの自由記述から検証を試みる。�

表�� 介入群、対照群における実施前後比較�

������ 情報享受効果�

� 情報享受効果として、野菜摂取啓発展示に関する事後ア

ンケートの結果を表�に示す。�

学園祭の野菜摂取啓発展示を見た者（Q ��）は、全体の

�����で、展示を見た全員が「野菜を食べようと思った

（とても思った、少し思った）」と回答していた。また、

実際に展示を見て野菜を追加したものは�人（��％）であ

った。�

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

改善する意欲がない
D � ���� � ���� �� ���� �� ����

改善する意欲がある
E � ���� � ���� �� ���� � ����

関心がない
F � ��� � ���� � ��� � ����

関心がある
G �� ����� � ���� �� ���� �� ����

1日に2皿以下 �� ���� � ���� �� ���� �� ����

1日に3皿以上 � ��� � ���� � ���� � ���

食べていない � ���� � ��� �� ���� � ����

食べている � ���� � ����� �� ���� �� ����

ほとんど食べない
H � ���� � ���� �� ���� �� ����

ほとんど毎日食べる
I � ���� � ���� �� ���� � ����

0～5 � ���� � ���� �� ���� � ����

6～10 � ���� � ���� �� ���� �� ����

不健康
J � ���� � ���� �� ���� � ����

健康
K � ���� � ���� �� ���� �� ����

ない
L �� ����� � ����� � ��� � ����

ある
M �� ����� � ����� �� ���� �� ����

良くない
N � ���� � ���� �� ���� � ����

良い
O � ���� � ���� �� ���� �� ����

毎日はない
P � ��� � ���� �� ���� �� ����

ほぼ毎日ある �� ���� � ���� �� ���� � ����

p値はフィッシャーの正確確率検定による

表側の項目は、度数の偏り等を考慮し、下記の通り2群に分けた

a「食習慣に問題はないため改善する必要はない」「改善することに関心がない」「関心はあるが改善するつもりはない」を含む

b「改善するつもりである（概ね6ヶ月以内）」「近いうちに（概ね1ヶ月以内）改善するつもりである」「既に改善に取り組んでいる（6ヶ月未満）」「既に改善に取り組んでいる（6ヶ月以上）」を含む

c「関心がない」「どちらかといえば関心がない」を含む

d「どちらかといえば関心がある」「関心がある」を含む

e「ほとんど食べない」「週に2～3日食べる」を含む

f「週に4～5日食べる」「ほとんど毎日食べる」を含む

g「不健康」「やや不健康」を含む

h「まあ健康」「健康」を含む

i「ない」「あまりない」を含む

j「少しある」「ある」を含む

k「良くない」「あまり良くない」を含む

l「まあ良い」「良い」を含む

m「週1回未満」「週1回程度ある」「週2～3日ある」「週4～5日ある」を含む

朝の目覚め ����� ����� �����

排便頻度 ����� ����� �����

健康状態 ����� ����� �����

食欲 ����� ����� �����

朝食摂取頻
度

����� ����� �����

幸福度 ����� ����� �����

野菜の摂取
量

����� ����� �����

主食・主
菜・副菜
摂取

����� ����� �����

食生活改善
への意欲

����� ����� �����

食育への関
心

����� ����� �����

介入群 対照群
実施前の
群間差
p値

実施前（n=12) 実施後（n=4) 実施前後
p値

実施前（n=43) 実施後（n=18) 実施前後
p値
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展示の中で印象に残った内容は、「なぜ若者は野菜を食べ

ないのか？」、「なぜ���Jなの？」、「野菜を食べるメリット」

が同数の一位で、展示を見た者の半数が選択していた。�

表�� 野菜摂取啓発展示について�

�

その他、来場者アンケート５のデータによると、学生か

ら情報を受けとった感想として、「食生活を見直す良い機

会となった」「野菜食べます！」等の野菜摂取への肯定的

な意見があげられていた。�

以上の結果から、学生から情報を受け取ることにより、野

菜を食べる意欲が高まり、一部の学生では実際に野菜を食

べる行動につながったことが示された。�

���� ポートフォリオの分析�

情報を発信することによる野菜摂取への意識と行動の変

化を考察するため、ポートフォリオの情報発信に関する記

述の整理を行った。�

�人分の記述について、文単位に区切り、記述内容の類

似する文をまとめ、整理した結果を表�に示す。内容が�

文に収まらないものについては、複数の文をつなげて表示

した。�

その結果、「情報を発信することによる変化」「知識の獲

得による意識の変化」「知識の獲得による行動の変化」「新

たな主体的な学びの発生」「野菜嫌いによる行動変容の困

難さ」の分類項目が抽出された。�

「情報を発信することによる変化」では、野菜を食べる

ことに対する意識と行動の変化が記述されていた。具体的

な変化の内容としては、「知識が身に付いたことにより若

者の野菜不足が思った以上に深刻な問題であることを理解

し、わたし自身も野菜をもっと食べようと考えた」といっ

た「知識の獲得による意識の変化」に関する記述があげら

れた。また、「���Jという指標を知れたため、健康維持の

ために���Jを目安に野菜を食べている」といった「知識

の獲得による行動の変化」もあげられた。�

以上の記述から、若者の野菜摂取の実態や野菜の特徴に

ついて主体的に学び、抗酸化作用や���Jの摂取目標値等

の具体的な知識を得たことが、野菜摂取への理解につなが

り、野菜摂取への意識や行動に影響したことがわかる。�

「新たな主体的な学びの発生」では、「今回の発表以外

でも栄養の吸収効率が良い野菜との組み合わせやレシピな

どを調べて実践しています」のように、情報を発信する立

場となった経験が、新たな主体的な学びを引き出し、実践

につながったという意見もあげられた。�

しかし、「野菜嫌いによる行動変容の困難さ」では、「発

表することで野菜を食べた方が圧倒的に良いと頭では思っ

ていても、実際に野菜を積極的に摂取することはなかっ

た」という記載もみられた。この記載は、「知人や友人に

は、野菜を摂取した方が良いと伝えて、摂取をするように

してもらっている」と続いており、元々野菜嫌いの学生の

意識や行動は変わることはなかったが、自らの嗜好を再確

認したうえで、友人知人には摂取を勧める行動につながっ

たことが示された。�

質問 回答 ｎ ％

見た �� ����

見ていない � ����

わからない � ���

発表者である � ����

「なぜ若者は野菜を食
べないのか？」

� ����

「なぜ350gなの？」 � ����

「野菜を食べるメリッ
ト」

� ����

「野菜をたくさん食べ
るコツ」

� ����

「モテ食～野菜を食べ
るとモテる？」

� ����

とても思った � ����

少し思った � ����

どちらともいえない � ���

あまり思わなかった � ���

思わなかった � ���

野菜単品メニューを1
品以上追加した

� ����

野菜のついている定食
メニュー（またはお弁
当）などを選択した

� ����

展示を見なくても野菜
付きメニューを
選んでいた

� ����

展示を見たときは追加
しなかったが、
自宅等で野菜を追加し
た

� ����

追加しなかった � ����

覚えていない � ����

その他 � ���

11月4、5日に開
催された井芹祭
において、写真
の野菜に関する
展示発表を見ま
したか。
【1つ選択】

展示を見たと回
答した方にお尋
ねします。印象
に残った内容す
べてを選択して
ください。【複
数選択可】

展示を見たと回
答した方にお尋
ねします。展示
を見て野菜を食
べようと思いま
したか。
【1つ選択】

展示を見たと回
答した方にお尋
ねします。展示
を見た後、食事
に野菜を追加し
ましたか。当て
はまるものすべ
てを選択してく
ださい【複数選
択可】
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表�� 情報発信に関する記述の整理 

���� ポスター掲示と学生主体の情報発信の効果比較�

������ 比較結果�

���� 年度に実施したナッジポスター掲示による情報提供

と、本研究の学生主体の情報発信の効果を比較した結果を

表�に示す。�

表�� ポスター掲示と学生主体の情報発信の効果比較�

χ²検定の結果、学生主体の情報発信の方が「野菜を食べ

ようと思った（「とても思った」「少し思った」）」と回答する

割合が有意（S �����）に高い傾向がみられた。この結果か

ら、ポスター掲示と比較して、学生から情報を受けとった方

が、野菜を食べる意識が高まる可能性が示された。�

ただし、学生主体の情報発信に回答した対象は、�� 人と

少なく、ポスター掲示の対象と比較して属性に偏りがある

可能性が高いため、注意が必要である。�

認知度と「野菜を追加したか」については、情報発信方法

による有意な差はみられなかった。 
������ ポスター掲示と学生主体の情報発信で行動変容

につながった対象の特性分析�

� 次に、ポスター掲示と学生主体の情報発信で「野菜を追加

した」人にはどのような特徴があるのか、それぞれ分析を行

った。 
「ポスターを見て野菜を追加した」を被説明変数とした

ロジスティック回帰分析の結果は、表�の通りである。�

表�� 「ポスターを見て野菜を追加した」を被説明変数�

としたロジスティック回帰分析結果 

「ポスターを見て野菜を追加した」ことに有意な影響が

みられたのは男性ダミー（S＝�����）と食育への関心（S＝

分類項目 発表に関する記述

野菜摂取に関する調査をし、発表することによって、野菜を食べることに対して大きく意識が変わった。

野菜摂取に関する調査をし、発表することによって実際に野菜の食べ方に変化が起こったと感じた。

わたしは実家暮らしであるため野菜を食べることはよくしていたのだが、ただ食べるだけであった。しかし、この発
表を行ってから野菜に含まれる栄養分に意識をするようになった

野菜が栄養を多く含んでいる、腸内環境に優しいといった常識的なことしか知らなかったのだが、抗酸化作用があ
る、体臭の防止になるといった専門的な知識が身に付いた。知識が身に付いたことにより若者の野菜不足が思った以
上に深刻な問題であることを理解し、わたし自身も野菜をもっと食べようと考えた。

350gという指標を知れたため、健康維持のために350gを目安に野菜を食べている

野菜の特徴を理解したことで自分の体調に合わせてレシピを考えるようになりました

知識を付けたことにより、健康への意識が高まり、野菜を積極的に摂るようになりました。1日に350g以上は摂るよ
うに心がけています。
発表前は野菜を食べていたが、350gにはとどいていなかったため、普段の食事に、野菜ジュースなどを組み合わせる
ようになった

今回の発表以外でも栄養の吸収効率が良い野菜との組み合わせやレシピなどを調べて実践しています。

今回の発表で学んだことを活かし、体の調子に合わせて最適な野菜を見つけ、その野菜を意識して食べていこうと考
えた。

野菜嫌いによる行動変
容の困難さ

発表することで野菜を食べた方が圧倒的に良いと頭では思っていても、実際に野菜を積極的に摂取することはなかっ
た。知人や友人には、野菜を摂取した方が良いと伝えて、摂取をするようにしてもらっている。

情報を発信することに
よる変化

知識の獲得による意識
の変化

知識の獲得による行動
の変化

新たな主体的な学びの
発生

ポスターを見た×「野菜を食べた」を被説明変数としたロジスティック回帰分析結果
オッズ比 p値

切片 0.01 <0.001 0.340 0.021

崇城大ダミー 0.36 0.075 1.494 0.177

男性ダミー 0.27 0.059 1.029 0.070

一人暮らしダミー 0.54 0.131 1.997 0.367

学年 1.52 0.792 3.099 0.221

食生活改善への意欲 1.08 0.692 1.684 0.746

食育への関心 4.24 1.504 15.748 0.015

野菜摂取量 1.26 0.455 3.557 0.650

経済的ゆとり 0.83 0.342 1.991 0.681

95% 信頼区間
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�����）であった。男性は、「ポスターを見て野菜を追加」す

る確率が女性の ���� 倍となり、食育への関心が高いほど、

「ポスターを見て野菜を追加」する確率が増加していた。つ

まり、ポスターを見て野菜を追加したのは、女性で、食育へ

の関心が高い傾向がみられた。�

次に、「学生から情報を受けて野菜を追加した」を被説明

変数としたロジスティック回帰分析を行った。その結果、ｎ

数が少なく、検証不可であった。そこで、投入する変数を削

減して、再度分析を行った。投入する変数は、ポスター掲示

で有意な結果が得られた男性ダミー、食育への関心と、オッ

ズ比が高かった食生活改善への意欲を選択した。�

結果は表 � の通りである。いずれの変数も、有意な影響

はみられなかった。そのため、「学生から情報を受けて野菜

を追加した」人と追加しなかった人の特徴には、差がみられ

なかったといえる。�

しかし、学生から情報を受けとった人数は��人、学生か

ら情報を受けとって野菜を追加した人数は � 人と、いずれ

も少ないため、正確な分析を行うためにはより多くの対象

に調査を行う必要がある。�

表�� 「学生から情報を受けて野菜を追加した」を被説明

変数としたロジスティック回帰分析結果�

�� 学生主体の情報発信を普及・推進する方法に関する考

察�

本研究では、長濱研究室協力の下、講義の一環として学

生主体の情報発信を行った。しかし、継続して毎年同じテ

ーマをお願いすることは難しい。学生主体の情報発信を、

普及・推進する方法について、大学と自治体が連携し、地

域課題解決につなげている先進事例から考察する。�

尚、全国的には、栄養士養成課程等、栄養や健康に関連

した学部学科の学生が主体となった取組が数多く実施され

ている（本田、����）。しかし今回は、健康無関心層への

情報提供を目指し、健康無関心層を含む学生集団が主体と

なって情報発信する方法について検討する。�

学生が主体となった活動の実施方法としては、今回のよ

うな①授業の一環としての実施がある。���で紹介した先

進事例のうち、文教大学が足立区と連携した取組において

も、国際学部の「地域プロジェクト演習」講義内で、学生

が、足立区の「ベジタベライフ」プロジェクトに関する課

題解決の提案をしていた。また、大阪国際大学がカゴメ株

式会社と連携した「ベジキャンパス」は、人間健康科学科

の正課授業「ヘルスケアビジネス演習」の中で、「若者の

野菜不足解消」や「地域住民の健康増進」に向けた3%/

（課題解決型学修）活動として継続的に実施されている。�

その他、津田塾大学がキユーピー株式会社と連携した取

組は、学生団体「苗ぷろ。」６メンバー有志と総合政策学科�

森川教授担当�年生セミナー、津田塾大学千駄ヶ谷キャン

パス事務室が協力して推進している。この活動のように、

②ゼミ・研究室の活動の一環、③ボランティア・サークル

活動の一環として実施されている事例もある。�

③ボランティア・サークル活動の一環としての実施につ

いて、学生団体が、自主的に若い世代の野菜摂取に取り組

む活動も行われている。金沢大学生チームわこころ

（����）は、食の未来を考えて行動する大学生のプラット

フォーム作り、廃棄野菜を活用したスープの企画・調理・

販売等に取組み、食品ロス削減及び消費者の意識変容に貢

献している。この取組のように、野菜摂取の情報に6'*ｓ

等学生の関心の高いテーマを組み合わせることは、健康無

関心層の野菜摂取を促進する可能性がある。�

以上、大学と自治体が連携し、学生主体の情報発信を、

普及・推進する方法について、先進事例から整理した結

果、①授業の一環、②ゼミ・研究室の活動の一環、③ボラ

ンティア・サークル活動の一環として実施する方法があげ

られた。�

斎藤他（����）は、大学と自治体が連携する際の課題と

して、自治体が期待する効果と、大学が意図とする地域貢

献や効果にギャップがある点を挙げている。�

先述のキユーピー株式会社と津田塾大学は、渋谷区と民

間企業や大学等の持つ技術やノウハウを活用し、協働して

地域社会の課題解決を図るための包括連携協定である「シ

ブヤ・ソーシャル・アクション・パートナー協定」を締結

している。キユーピー株式会社は食を通じた社会貢献、津

田塾大学は大学生の健康へのコミットという立場から、大

学生の食生活の課題と関連づけた「野菜摂取83」というテ

ーマで連携活動を開始している。このように、大学と自治

体のニーズをすり合わせることが重要である。�

また、深沼（����）は、学生が主体となって地域と連携

しているケースは人材の継続が難しいと述べている。学生

オッズ比 p値

切片 3.35 <0.001 125885.900 0.812

男性ダミー 0.10 <0.001 2.447 0.220

食生活改善への意欲 0.57 0.096 1.545 0.350

食育への関心 1.29 0.110 34.518 0.846

95% 信頼区間

― 80 ―

若い世代の野菜摂取を促進する取組に関する一考察



若い世代の野菜摂取を促進する取組に関する一考察－学生が主体となった情報発信を事例に－ 

－82－ 

一人一人がノウハウを蓄積しても、ほとんどが数年でメン

バーが入れ替わってしまう。学生が主体となった取組をス

ムーズに継続させていくには、必要に応じて教員や大学事

務局が強くサポートすることが重要だとしている。�

以上の連携上の課題を踏まえ、川人他（����）は、大学

と自治体が連携を継続・発展させるしくみ上のポイントと

して、学際的なチームを組んで活動を進めることや、研

究・教育に関する幅広い活動を複数展開することにより、

連携の継続性を高めること等を挙げている。これらのポイ

ントを踏まえ、学生が主体となった情報発信を継続的・効

果的取組にするための方法について、実践と検証が望まれ

る。�

 
�� 結論�

� 本研究では、�若い世代への効果的な食生活改善方法を

明らかにするため、�学生主体の情報発信が野菜摂取行動

に与える影響を検証した。�

アンケート調査の結果、情報を発信した食育グループの

学生は、それ以外の学生と比較して、野菜摂取量と主食主

菜副菜摂取頻度が増加していた。また、実施前の介入群と

対照群の比較や、実施後の介入群の状況から、健康への意

識や属性に関係なく、情報を発信することで野菜摂取行動

につながった可能性が示された。�

次に、食育グループ�人のポートフォリオを分析した結

果、情報を発信する立場となり、若い世代の野菜摂取の実

態等について主体的に学び、知識を身に着けたことが、野

菜摂取への意識や行動につながっていたことが明らかにな

った。このような情報を発信する立場となった経験が、情

報発信以外でも自らレシピを調べて調理する等、新たな主

体的な学びを引き出し、さらなる野菜摂取につながったと

いう意見もあげられた。元々野菜嫌いの学生の野菜摂取行

動は変化しなかったが、友人知人に摂取を勧める行動につ

ながっていた。�

以上の結果から、本研究の作業仮説「情報を発信した学

生は、健康への関心や属性に関係なく、野菜摂取への意識

が高まり、行動につながる」は概ね支持されたと考えられ

る。�

� また、情報享受効果を、事後アンケートから検証した。

その結果、情報を受けとったすべての者が「野菜を食べよ

うと思った」と回答しており、実際に野菜を追加したもの

もみられた。�

さらに、ポスター掲示と学生主体の情報発信の効果を比

較したところ、学生主体の情報発信の方が、野菜を食べる

意識が有意に高まっていた。野菜摂取行動につながったの

は、ポスター掲示では女性で食育への関心が高い傾向がみ

られた一方、学生主体の情報発信では、いずれの変数も、

有意な影響はみられなかった。そのため、健康への関心や

属性に関係なく、野菜摂取行動を高める情報提供として、

ポスター掲示より学生主体の情報発信の方が有効である可

能性が示された。�

以上の結果から、本研究の作業仮説「身近な学生から情

報を受けとった学生は、健康への関心や属性に関係なく、

野菜摂取への意識が高まり、行動につながる」も一部支持

された。�

そのため、本研究の理論仮説「健康無関心層を含めた若

い世代（学生）が主体となった情報発信は、若い世代の野

菜摂取行動を促進する」も、今回の事例においては概ね支

持されたと考えられる。�

そこで、学生主体の情報発信を普及・推進する方法につ

いて、先進事例から、①授業の一環、②ゼミ・研究室の活

動の一環、③ボランティア・サークル活動の一環としての

実施方法を整理した。�

ただし、本研究は、�つの大学における、少人数を対象

とした分析にとどまっている。そのため、正確な効果を測

定するためには、調査対象を増やし、身近な学生から情報

を受けとった群と、それ以外から情報を受けとった群の比

較を行う等、さらなる検証が必要である。�

今後、本研究を基に、学生主体の情報発信の効果検証を

行い、さらに効果的な若い世代の食生活改善の取組が推進

されることを期待したい。�

�
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力する（阿部、����）�
５ 長濱研究室より提供 
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